
物流の２０２４年問題対応状況調査結果

２０２５年３月



物流の２０２４年問題対応状況調査の概要

物流の２０２４年問題に関し、トラック運送事業者における対応状況や実態、また荷主企業における対応

状況等を把握し、今後の施策や要望活動等に反映するため、「物流の２０２４年問題対応状況調査」を

実施した。

目的・趣旨

荷主企業における物流の２０２４年問題への認識度や対応の実態について明らかにするために調査を
実施

調査の内容

インターネット調査により実施調査手法

2024年11月1日～11月14日調査期間

3,601事業者回答数

②荷主企業対象調査

トラック運送事業者における時間外労働の上限規制や改正改善基準告示の遵守状況、物流の２０２４

年問題への対応策等について確認するため、都道府県トラック協会、青年部会、女性部会、全ト協ホー

ムページ、機関紙「広報とらっく」等を通じて、トラック運送事業者に対して調査を実施

調査の内容

インターネット調査により実施調査手法

2024年11月21日～2025年1月15日調査期間

2,973事業者回答数

①運送事業者対象調査
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回答事業者の属性

10両以下 22.5%

11～20両以下

24.7%

21～30両以下

14.6%

31～50両以下

15.9%

51～100両以下

12.6%

101両以上

9.7%

(n=2,973)

保有車両台数

輸送品目

運行形態 受注形態

3.5%

3.5%

4.0%

4.8%

5.1%

5.3%

5.8%

6.5%

8.5%

10.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

日用品

紙・パルプ、紙関連製品

飲料・酒

ｾﾒﾝﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ製品

ガソリン・軽油等石油製品

加工食品

鋼材・建材等
建築・建設用金属製品

鉱石・砂利・石材等鉱産品

精密機械・生産用機械等

農産品・水産品

※上位10品目を記載

主に近距離輸送・地場輸送

(日帰りの運行が多い)

61.8%
主に中距離輸送

(泊まりがけの運

行と日帰りの運行

が半々程度)

15.2%

主に長距離輸送

(泊まりがけの運行

が多い)

11.6%

主にルート配送 10.3%その他 1.0%

真荷主から直接受注
（=元請事業者の立場）

58.8%

元請事業者（物流子会
社を含む）から受注
（=１次下請の立場）

30.8%

主に２次下請
7.8%

・利用運送事業者・取次事業者（元請
事業者以外）から受注 0.8%
・求貨求車システム、マッチングサイ
トから受注 0.1%

・実態が分からない 0.9%
・主に３次下請以下 0.8%

580 

104 

143 

221 

373 

341 

765 

342 

104 

0 100 200 300 400 500 600 700 800

回答者の所在地

北海道

近畿

中国

四国

九州

東北

関東

北陸信越

中部

運送事業者対象 物流の２０２４年問題対応状況調査結果
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全ドライバーが
遵守できる見通し
64.4％

「全ドライバーが遵守できる見通し」が最も多く（64.4%）、

次に「大多数のドライバーが遵守できる見通し」（25.8%）で、

合わせて９割超となった。

①時間外労働の上限規制（年９６０時間）の遵守の見通し

大多数のドライバーが
遵守できる見通し

25.8％

遵守できるドライバーとできない
ドライバーが半々程度の見通し

7.2％

・大多数のドライバーが遵守できない見通し 1.0％
・全ドライバーが遵守できない見通し 0.1%
・まだわからない 1.4%

約７割が「守れている」、残りの約３割が「守れていない基準が
ある」となっている。

③改正改善基準告示の遵守の状況

480時間超のドライバーは
１人もいない
72.6％

守れていない基準がある
29.9％

④改正改善基準告示で守れていない基準 （複数回答）

※遵守できていないドライバーが１人でもいる場合は選択

「１日の拘束時間」が最も多く（59.3%）、次に「１日の休息期間」

（42.0%）、「１ヵ月の拘束時間」（38.4%）、「運転時間」（36.4%）、

「連続運転時間」（29.5%）と続く。

１日の拘束時間

１日の休息期間

１ヵ月の拘束時間

運転時間

連続運転時間

（n=889）

（n=2,973）

（n=2,973）

②令和６年４～９月の６カ月間で、480時間超（＝年960時間の
半分超）のドライバーの有無

「480時間超は１人もいない」とする回答が72.6％、「480時間超のドラ

イバーがいる」は27.4%であった。

（n=2,973）

480時間超のドライバーが
いる 27.4％

守れている
70.1％

29.5%

36.4%

38.4%

42.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

59.3％

※③で「守れていない基準がある」と回答した事業者（889）が回答
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「影響がある」が69.3%、「影響はない」が30.7%であった。

⑧２０２４年問題による影響の有無

「全ての従業員に説明した」とする回答が８割近くに上った。
「役職者・管理者に対してのみ説明した」と合わせると、96％超
となった。

⑥従業員に対する時間外労働の上限規制、改正改善基準
告示等２０２４年問題の説明

「全ての荷主に説明した」が46.6%、「半数以上の荷主に説明し

た」が28.0%で合わせて約75%を占める一方、「どの荷主にも説

明していない」とする回答が8.5%あった。

⑤改正改善基準告示を守れない原因 （複数回答）

荷待ち時間が長い、荷待ち時間が
生じることが多いから

運転時間の長い輸送（長距離輸送
等）を行っているから

荷役作業の時間が長いから

休憩や休息をとる場所がないから

急な依頼、変更等が多いから

荷主や元請事業者が理解してくれないから

集荷場所や運送（配達）先が多いから

「運転時間の長い輸送を行っているから」（48.0%）が最も多く、

次に 「荷待ち時間が長い、荷待ち時間が生じることが多いか

ら」（40.9%）、 「荷役作業の時間が長いから」（32.2%）と続く。

（n=889）

（n=2,973）

（n=2,973）

全ての従業員に説明した
77.6％

役職者・管理者に対してのみ
説明した 18.6％

説明していない 3.8％

⑦荷主に対する時間外労働の上限規制、改正改善基準
告示等２０２４年問題の説明

全ての荷主に説明した
46.6％

半数以上の荷主に説明した
28.0％

一部の荷主に説明した
16.9％

どの荷主にも説明していない
8.5％

（n=2,973）

影響がある
69.3％

影響はない
30.7％

16.2%

21.1%

23.8%

30.3%

32.2%

40.9%

48.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

※③で「守れていない基準がある」と回答した事業者（889）が回答
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0.7%
3.0%

6.8%
10.4%
11.6%
12.8%

14.8%
16.0%

20.7%
20.7%

37.9%
40.2%

50.5%
63.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

良い影響としては、「運賃・料金の引上げができた」が最も多く

（68.5%）、次に「労働時間・拘束時間を縮減できた」（45.8%）、

「処遇を改善するきっかけになった」（36.4%）と、ドライバーの労

働環境・労働条件の改善に関する内容が続く。

⑨物流の２０２４年問題による「良い影響」 （複数回答） ⑩物流の２０２４年問題による「悪い影響」 （複数回答）

悪い影響としては、「運送コストが増加した」が最も多く（46.8%）、

次に「ドライバーの採用が困難になった」（41.2%）、「車両の稼

働が悪化した」（39.6%）が続く。

⑪ドライバーの労働時間短縮等に向けて実施した対策 （複数回答）

荷主等との運賃・荷待ち時間等に係る交渉

高速道路の利用拡大

運行計画の見直し

長距離輸送からの撤退、シフト

モーダルシフトの実施

「荷主等との交渉」が最も多く（63.9%）、

次に「高速道路の利用拡大」（50.5%）、

「運行計画の見直し」（40.2%）、「労働

条件・職場環境の見直し」（37.9%）が

続く。

（n=2,059）

（n=2,973）

（n=2,059）

運賃・料金の引上げができた

ドライバーの労働時間・拘束時間を縮減できた

ドライバーの処遇を改善するきっかけになった

ドライバーの待機時間や荷役作業時間を縮減できた

効率化や生産性の改善が図られた

輸送量（貨物量）が増加した

特に良い影響はない

運送コストが増加した

ドライバーの採用が困難になった

車両の稼働が悪化した（実働日数、時間の減少）

売上が減少した

長距離輸送ができなくなった

輸送量（貨物量）が減少した

悪い影響はない

ドライバーの給与水準を維持できなかった

地場輸送で競合先が増え、原価上昇分の運賃転嫁ができていない

ドライバーの残業時間が増加した

運賃・料金を引き下げられた

退職するドライバーが増えた

労働条件・職場環境の見直し

協力会社に委託する仕事（貨物量）の増加

新たなドライバー等人材の確保

（元々長時間労働ではないので）対策は特に必要ない

輸送方法・体系の見直し

労基署、社労士、中小企業診断士等への相談

運行管理・労務管理に係るＤＸの活用

フェリーの利用拡大

（長時間労働の状況にあるが）対策は実施していない

4.1%

15.8%

19.3%

27.9%

36.4%

45.8%

68.5%

0% 20% 40% 60% 80%

2.0%
5.2%
5.7%

10.6%
12.7%

16.5%
27.3%

33.1%
33.8%

39.6%
41.2%

46.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

※⑧で2024年問題による影響が「ある」と回答した事業者（2,059）が回答 ※⑧で2024年問題による影響が「ある」と回答した事業者（2,059）が回答
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必要なドライバー数を
確保できている
37.7％

「必要なドライバー数を確保できている」との回答は37.7%にと

どまり、全体の６割超が「不足している」との回答であった。

⑫ドライバーの確保の状況

不足している
62.3％

（n=2,973）

31.4%

33.2%

36.3%

63.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

求人情報の掲出等
積極的な採用活動

「ドライバーが不足している」と回答した方の対応状況では、「求人情

報の掲出等積極的な採用活動」が最も多く（63.8%）、協力会社への

委託量増加や社内でカバーしているとする回答も３割超あった。また、

「受注する仕事を減らした」とする回答も３割超あった。

⑬ドライバー不足への対応状況 （複数回答）

（n=1,852）

１年前との比較で、「概ね短くなった」が56.8%と過半数を占めた。

「変化はない（横ばい）」が41.1%であった。

⑭ドライバーの労働時間・拘束時間の変化について

概ね短くなった
56.8％

概ね長くなった 2.1％ （n=2,973）

変化はない（横ばい）
41.1％

受注する仕事は減らさず
協力会社に委託する仕事を増加

受注する仕事は減らさず
他のドライバー等従業員がカバー

受注する仕事(貨物量)を減らした

※⑫でドライバー数が「不足している」と回答した事業者（1,852）が回答

6



１年以内に賃上げを行った
75.8％

「１年以内に賃上げを行った」と回答した事業者が４分の３を

占めた。

⑮ドライバーの賃上げの実施状況

１年以内に賃上げは
行っていない 24.2％

（n=2,973）

１～３％未満
35.6％

賃上げ率について、「１～３％未満」が最も多く（35.6%）、「３

～５％未満」が34.8%、「５～１０％未満」が20.0％と続く。

⑯賃上げ率の状況

３～５％未満
34.8％

（n=2,255）
１％未満

5.4％

「時期は未定だが行う予定」が54.3%と最も多く、賃上げの意思

はあるものの具体的な実施時期が決まっていない状況が伺え

る。一方、「今後も予定はない」が25.6％であった。

⑰ドライバーの賃上げの予定

時期は未定だが行う予定
54.3％

令和７年４月以降に
行う予定 13.0％

（n=718）

今後も賃上げの予定はない
25.6％

※⑮で「1年以内に賃上げを行った」と回答した事業者（2,255）が回答

５～１０％未満
20.0％

年度内（令和７年３月まで）に行う予定
5.7％

年内（令和６年内）に行う予定
1.4％

※⑮で「1年以内に賃上げは行っていない」と回答した事業者（718）が回答

１０％以上
4.3％
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全ての発注者と
交渉した
36.3％

「全ての発注者と交渉した」（36.3%）、「半数以上の発注者と

交渉した」（36.4%）で７割以上を占めている。

⑱運賃・料金の見直しに向けた発注者（荷主等）との交渉

半数以上の発注者と
交渉した 36.4％

一部の発注者と交渉した
20.0％

（n=2,973）交渉していない
7.3％

「希望額どおり運賃・料金を引上げできた荷主がある」は20.2%、

「希望額ではないが運賃・料金を引上げできた荷主がある」は

74.1%であり、約94%が運賃・料金の引上げを実現している。

希望額どおり運賃・料金を
引上げできた荷主がある
20.2％

運賃・料金を引上げできた
荷主はいない 5.7％ （n=2,757）

希望額ではないが、運賃・料金を
引上げできた荷主がある

74.1％

㉑運賃交渉による運賃のアップ率

（n=2,601）

「５～１０％未満」が最も多く（50.3%）、次に「５％未満」（31.6%）、

「１０～１５％未満」（13.2%）となった。

５％未満
31.6％

５～１０％未満
50.3％

１５％以上
4.9％

１０～１５％未満
13.2％

⑲運賃交渉での標準的運賃の活用状況

⑳運賃交渉の結果

※⑱で「全ての・半数以上の・一部の発注者と交渉した」と回答した事業者（2,757）が回答

全ての交渉で活用した
20.4％

半数以上の交渉で活用した
19.6％

一部の交渉で活用した
32.2％

活用していない
27.8％

標準的運賃を「全て」・「半数以上」・「一部」の交渉で活用した合計は

72.2%に上る。一方、「活用していない」は27.8%であった。

※⑱で「全ての・半数以上の・一部の発注者と交渉した」と回答した事業者（2,757）が回答 ※⑳で「運賃・料金を引上げできた」と回答した事業者（2,601）が回答

（※交渉していない理由は
P9-㉕に記載）

（n=2,757）
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6.9%

7.9%

15.7%

19.4%

28.2%

35.2%

0% 10% 20% 30% 40%

㉓運賃・料金を引上げ（転嫁）できた費用 （複数回答）

「燃料価格の上昇分」が最も多く（65.8%）、次に「ドライバー等人件費の

上昇分」（61.0%）となっている。

㉔運賃・料金を引上げできない理由 （複数回答）

（n=2,601）

（n=156）

燃料価格の上昇分

転嫁できたコストを具体的に特定できない 7.2%

8.4%

27.4%

35.2%

38.3%

61.0%

65.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

輸送体系、輸送条件の見直し等
によるコスト上昇分

2024年問題対応のためのコスト上昇分

高速道路料金のコスト上昇分

諸物価の上昇分

ドライバー等人件費の上昇分

㉒運賃・料金を引上げできた理由 （複数回答）

「荷主等の発注者と良好な信頼関係が構築できているから」が圧倒的

に多く（81.9%）、次に「原価計算データや運賃計算の方法等を分かりや

すく説明したから」（33.9%）が続く。

（n=2,601）

※⑳で「運賃・料金を引上げできた」と回答した事業者（2,601）が回答

4.2%

10.0%

12.3%

20.5%

33.9%

81.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

荷主等の発注者と良好な信頼関係を
構築できているから

わからない

物流効率化や輸送体系の見直し等
荷主にとってメリットのある提案をしたから

元々差別化した独自のサービスを
提供しているから

安定的な輸送力（必要な車両台数）の
提供を約束したから

原価計算データや運賃計算の方法等を
分かりやすく発注者に説明したから

※⑳で「運賃・料金を引上げできた」と回答した事業者（2,601）が回答

※⑳で「運賃・料金を引上げできた荷主はいない」と回答した事業者（156）が回答

7.1%

23.1%

26.3%

40.4%

44.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

荷主等の発注者も原材料高、
人材不足等で企業経営が大変だから

元請事業者が荷主に対して
運賃・料金の引上げができていないから

荷主から「他社に切り替える」等の高圧
的な言動があり、交渉をあきらめたから

交渉の際に、運賃・料金の引上げの
必要性等をうまく説明できないから

他の運送事業者が交渉をしていないから
（足並みが揃わないから）

「荷主等の発注者も企業経営が大変だから」が最も多く（44.9%）、次に

「元請事業者が荷主に対して運賃・料金の引上げができていないから」

（40.4%）となっている。

㉕運賃交渉をしていない理由 （複数回答）

※⑱で「交渉していない」と回答した事業者（216）が回答

「希望する運賃・料金を収受できており、特に問題がなく、交渉の必要

がないから」が最も多かった（35.2%）。「仕事を切られたり、発注量を減ら

される恐れがあるから」は19.4%であった。

（n=216）

希望する運賃・料金を収受できており、
特に問題がなく、交渉の必要がないから

他社の動向や交渉の状況を様子見して
いるから

仕事を切られたり、発注量を減らされる
恐れがあるから

入札や予算等で運賃・料金が事前に
決まっており、見直しが困難

交渉の具体的方法、進め方が分からない

逆に運賃・料金の引下げを提案される
恐れがあるから

9



「標準的運賃の７割程度」が最も多い（21.8%）。

標準的運賃の７割以下の水準が全体の半分以上（54.8％）を

占めている。

㉖標準的運賃（令和6年3月告示）と比較した運賃水準 ㉗収受が難しい料金 （複数回答）

標準的運賃が初めて告示された令和２年４月以降でも、発注者（荷主・

元請事業者）と交渉しても収受が難しい料金について、「積込み・荷卸し

料金」が最も多く（47.3%）、次に「待機時間料金」（45.4%）となっている。

㉘契約の書面化の状況

（n=2,973）
（n=2,973）

積込み・荷卸し料金

フェリー利用料金

５割未満
9.8％

５割程度
7.6％

６割程度
15.6％

７割程度
21.8％

８割程度
14.9％

９割程度
4.4％

標準的運賃と同等の水準
9.1％

標準的運賃を超える水準
1.7％

分からない
14.9％

4.4%

13.5%

25.2%

32.3%

36.1%

41.1%

45.4%

47.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

収受することが難しい料金はない

高速道路利用料金

割増料金（休日割増・深夜早朝割増・速達等）

燃料サーチャージ

附帯作業料金

待機時間料金

＝ 54.8%

標準的運賃の７割以下

全ての契約を
書面化している
33.6％

一部の契約を
書面化している

58.7％

書面化していない
7.7％

（n=2,973）

「全ての契約を書面化している」が33.6%、「一部の契約を書面

化している」が58.7%であった。
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元請の立場にあって、協力会社に委託する場合に、最終的に

実運送を行う事業者の把握状況について、「全て把握してい

る」が最も多く（61.1%）、「把握できていない」は1.0%であった。

㉙実運送事業者の把握 ㉚下請次数の把握の実態

実運送事業者の下請次数（実運送事業者までの間に何社が介在して

いるか）について、「全て把握している」が最も多く（58.1%）、「半数以上

把握している」（25.7%）と合わせると約84%を占めた。

㉛改正貨物自動車運送事業法（令和6年5月公布）の認知度

（n=2,973）

「全体的に内容は確認しているが、詳細は把握していないところ

がある」が最も多く（52.5%）、半数を占めた。また、「内容を理解し、

取り組むべき項目を把握している」が27.7%であった。

全て把握している
61.1％

半数以上把握している
14.0％

元請の立場になって協力
会社に委託することがない

19.1％

（n=2,973）

一部把握している
4.8％

把握できていない
1.0％

※㉙で「全て・半数以上・一部把握している」と回答した事業者（2,374）が回答

（n=2,374）

全て把握している
58.1％

半数以上把握している
25.7％

一部把握している
12.1％

把握できていない
4.1％

内容を理解し、取り組む
べき項目を把握している
27.7％

全体的に内容は確認しているが、
詳細は把握していないところがある

52.5％

法改正があったことは知っているが、
内容はよく分からない 17.1％

法改正があったことを知らない 2.8％
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3.6%

5.8%

16.4%

26.2%

32.1%

36.5%

45.7%

72.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

㉞２０２４年問題を克服するにあたっての課題 （最大２つ選択）

運送収入（売上）の増加
（適正な運賃・料金収受、原価上昇分の転嫁等）

「運送収入（売上）の増加（適正な運賃・

料金収受、原価上昇分の転嫁等）」が最

も多く（72.6%）、次に「ドライバーの採用、

必要人員の確保」（45.7%）、「ドライバー

の賃上げ等処遇改善」（36.5%）が続く。

（n=2,973）

ドライバーの賃上げ等処遇改善

発着荷主の協力による待機時間、荷役作業時間の縮減

特に課題はない

輸送方法の見直し（中継輸送、共同輸送の実施等）

輸送条件の見直し（納品リードタイム、時間指定等の見直し）

ドライバーの労働時間、拘束時間の縮減

ドライバーの採用、必要人員の確保

実際に「情報提供したことがある」は13.1%であった。「情報提供

したことはないが、今後しようと考えている」が42.5%、「情報提

供したことはなく、今後しようとも思わない」が38.5%であった。

㉜トラック・物流Ｇメンへの情報提供 ㉝トラック・物流Gメンに情報提供しない理由 （複数回答）

「取引上特に困っていることはなく、提供するような情報がないから」が

58.6%と最も多かった。

※㉜で「情報提供したことはなく、今後しようとも思わない」と回答した事業者（1,146）が回答

（n=2,973）

情報提供したことがある
13.1％

Ｇメンを知らない
6.0％

情報提供したことはないが、
今後しようと考えている
42.4％

情報提供したことはなく、
今後しようとも思わない

38.5％

24.0%

29.3%

58.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

情報提供しても状況が改善すると
思えないから

情報提供したことを荷主等に知られて
しまうのではないかと不安に思うから

取引上特に困っていることはなく、
提供するような情報がないから

（n=1,146）
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13

荷主企業対象 物流の２０２４年問題対応状況調査結果

回答事業者の属性

人事・総務・

経理部門

36.1%

経営企画

部門

32.8%

営業部門

14.0%

製造・

開発

部門

2.4%

調達・

購買・

資材

部門

1.5%

物流・

倉庫

部門

1.3%

品質管理

部門

0.4%

広報

部門

0.2%

その他

11.3%
1～5人

16.9%

6～10人

11.9%

11～20人

15.8%
21～50人

23.5%

51～100

人

14.6%

101～300人

11.6%

301～

1,000人

3.9%

1,001～

5,000人

1.2%
5,001人～

0.6% 17.7%

8.3%

5.6%

5.2%

4.6%

3.7%

3.6%

3.1%

3.0%

2.9%

東京

大阪

愛知

北海道

神奈川

埼玉

兵庫

福岡

千葉

静岡

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

所属部⾨ 従業員規模 回答者の所在地（上位10県）

（n=3,601) （n=3,601) （n=3,601)
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影響が生じているものの、

対応は概ねできている

35.5%

影響が生じており、

対応は一部にとどまっている

21.2%

影響が生じており、

対応できていない

5.0%

影響はなく、

対応の必要はな

い

38.4%

① 物流の２０２４年問題の認知状況

知っていて、

十分に内容を理解

している

28.4%

知っていて、ある程度内容を理解

している

54.1%

知っているが、

内容をあまり理解

できていない

15.3%

知らない、理解

していない

2.3%

② 物流の２０２４年問題による事業への影響と対応状況

「物流の２０２４年問題を知っている」回答が全体の９割を超えており、
そのうち「内容を理解している」回答が約８割となっている。

「影響が生じている」回答が約６割であり、「対応が概ねできている」が
35.5％となっている。

（n=3,601) （n=3,601)

③物流の２０２４年問題による具体的な影響（複数回答）

78.2%

45.7%

33.8%

18.6%

16.5%

13.1%

5.5%

4.3%

4.1%

1.6%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

物流コストの増加

納品リードタイムの延伸、配送スケジュールの変更

荷物が運べない、配送遅延などによるリスクの発生

長距離輸送など配送距離の制限

売上、利益の減少

附帯作業の増加などによる従業員の負担増大、人件費の増加

設備投資やシステム改修・導入などによるコストの増加

特に影響なし

行政からの荷主勧告や要請、働きかけ等によるコンプライアンスリスクの発生

その他影響

全体の８割が「物流コストの増加」と回答し、「リードタイムの延伸等」が45.7％、「荷物が運べない等」が33.8％と続いている。

（n=2,204)
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業界の自主行動計画に

基づき取り組んでいる

9.3%

業界の自主行動計画は知っているが、

取り組んでいない

12.3%

業界の自主行動計画を

知らない

61.1%

業界の自主行動計画は

策定されていない

17.3%

④「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事
業者の取組に関するガイドライン」の認知状況

内容を理解し、自社が取り組む

べき項目を把握している

4.1%

全体的に内容は

確認している

20.1%

公表されたことは知っているが、

内容はよくわからない

38.7%

公表された

ことを知ら

ない

37.1%

⑤ガイドラインに基づく業界ごとの自主行動計画の認知状況

「公表を知っている」回答が約６割を占める一方、「公表されたことを知
らない」が約４割となっている。

「業界の自主行動計画を知らない」が６割であり、「自主行動計画を
知っている」回答は約２割にとどまっている。

（n=3,536)

（n=3,536)

⑥物流効率化法の認知状況

内容を理解し、自社が取り組

むべき項目を把握している

4.1%

全体的に内容は確認

している

20.1%

公表されたことは知っているが、

内容はよくわからない

38.7%

公表されたことを

知らない

37.1%

「物流効率化法を知っている」回答が全体の６割となっているものの、
「公表されたことを知らない」が約４割となっている。

（n=3,500)

⑦物流管理部門の設置状況

社内に物流管理部門を

設けている

9.1%
物流子会社がある

1.5%

物流管理部門はないが、

専任の物流担当者がいる

11.5%

他部門の担当者が

物流業務を掛け持ちしている

14.2%

部門も担当者も

設けていない

63.6%

「物流管理部門を設けている」は約１割であり、「部門も担当者も設け
ていない」が約６割となっている。

（n=3,500)
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⑧物流効率化法やガイドラインの中に掲げられている発荷主や着荷主事業者における取組事項における関心が高い項目

28.9%

23.4%

21.8%

20.9%

13.1%

9.8%

9.5%

8.9%

8.9%

8.4%

8.3%

7.1%

5.2%

5.2%

4.7%

0.6%

30.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

運賃・料金の値上げや物流コストの可視化

荷待ち・荷役作業時間 ２時間以内ルールなど、荷待ち時間・荷役作業等の把握・削減

配送ルート、納品スケジュール、発着時間や頻度の見直し

適切なリードタイムの確保

運送事業者との協議の実施、連携強化

出荷時の順序や荷姿を想定した生産・荷造り

何から取り組んだらよいかわからない

着荷主（届け先）と荷待ち・荷役作業の削減等に向けた協議の実施

パレット等資機材やフォークリフトの導入、バース等の荷捌き場や荷待ちスペースの適正な確保

トラック予約システムの導入など業務のシステム化や物流ＤＸの推進

検品の効率化、荷役作業の見直し、荷役作業員の適切な配置

共同輸配送の推進や中継輸送の活用

社内関係部門（物流・調達・販売等）の連携の促進、運送体制の強化、物流統括管理者（ＣＬＯ）の設置

フェリーや鉄道などの活用（モーダルシフト）

運送契約の書面化

その他取組

取組む予定はない

全体の３割が「運賃・料金の値上げや物流コストの可視化」と回答し、「荷待ち時間・荷役作業等の把握・削減」が23.4％、「配送ルート、納品スケ
ジュール、発着時間や頻度の見直し」が21.8％と続いている。

（n=3,431)



17

３０分未満

29.6%

３０分から１時間未満

21.9%

１時間から２時間未満

7.5%

２時間から３時間未満

1.3%

３時間以上

0.8%

ほぼ発生して

いない

38.9%

⑪ドライバーの待ち時間の把握状況

把握している

57.0%
把握していない

43.0%

⑫待ち時間の発生状況

約６割が待ち時間を「把握している」と回答している。 「３０分未満」が３割を占め、「３０分から１時間未満」は約２割となってい
る。

⑩荷待ち・荷役時間削減の取組状況

積極的に取り組んで

いる

15.7%

ある程度取り組ん

でいる

36.9%まだ開始していないが

今後取り組む予定

8.7%

取り組む予定はない

29.4%

わからない

9.3%

荷待ち・荷役時間の削減に「取り組んでいる」が約半数となっているが、
「取り組む予定がない」が３割となっている。

（n=2,391)

（n=2,391)
（n=1,356)

⑨自社の物流に関する内容の認知状況

知っている

70.8%

知らない

29.2%

「自社の物流に関する内容を知っている」は全体の７割となっている。

（n=3,425)
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⑭国土交通省が告示した標準的運賃の認知状況

内容を理解し、

標準的運賃を適用している

14.7%

内容は確認しているが、

標準的運賃は適用していない

14.8%

告示されたことは知っているが、

内容はよくわからない

28.1%

知らない

42.5%

標準的運賃を知っている回答は全体の６割を占めているものの、「知
らない」が約４割となっている。

（n=2,324)

⑯過去１年以内における運送事業者からの
運賃の値上げに関する資料の提示や要請・交渉状況

受けた

63.7%

受けていない

36.3%

「運賃の値上げに関する資料の提示や要請・交渉を受けた」が約６割
となっている。

（n=2,324)

⑮燃料価格が変動した際の対応状況

燃料サーチャージを設定し、燃料価格の変動

に応じて自動的に調整している

7.4%

燃料価格の変動に応じて、

その都度運送事業者と協議し、

運賃を調整している

22.0%

燃料価格の変動に関わらず、

定期的（年１回など）に運賃の

見直しを行っている

12.7%

燃料価格の変動に対応し

た調整は行っていない

38.6%

わからない

19.3%

何らかの対応を行っている回答が全体の約４割であるものの、「調整
を行っていない」が約４割となっている。

（n=2,324)

⑬ドライバーの待ち時間発生の主な要因（複数回答）

46.1%

25.9%

24.5%

18.0%

17.7%

17.0%

15.6%

5.5%

0 10 20 30 40 50 60

荷積み荷卸し時間の集中

人手不足

荷造り作業の遅れ

生産等の遅れ

スペース不足による作業の遅れ

手荷役による作業の遅れ

検品作業による遅れ

わからない

「荷積み荷卸し時間の集中」が46.1%と最も多く、「人手不足」「荷造り作
業の遅れ」が続く。

（n=823)
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⑱値上げに応じなかった理由

41.7%

37.5%

37.5%

12.5%

8.3%

8.3%

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

自社の経営状況が厳しく、値上げに応じる余裕

がない

他の運送事業者と比較して、現在の運賃が適

正だと考えている

取引先との契約上、運賃の値上げが難しい

自社でも効率化を進めており、運送事業者にも

同様の努力を求めている

値上げの根拠が不明確である

その他

「自社の経営状況が厳しく、値上げに応じる余裕がない」との回答が
41.7％と最も多い。

（n=24)

⑰運賃値上げへの対応

値上げに応じた

94.6%

値上げに応じ

なかった

1.6%

わからない

2.3%
その他

1.5%

「運賃の値上げに応じた」が全体の９割を超えている。

（n=1,479)

⑲今後の運賃値上げへの対応の方向性

必要であれば値

上げに応じる

70.3%

値上げに応じ

るかは未定

16.4%

値上げに応じ

るのは難しい

3.7%

わからない

8.2%

その他

1.3%

「必要であれば値上げに応じる」が全体の７割を超えている。

（n=2,319)

⑳値上げに応じるのが難しい理由

47.7%

30.2%

19.8%

17.4%

15.1%

3.5%

0.0 20.0 40.0 60.0

自社の経営状況が厳しく、値上げに応じる余裕

がない

取引先との契約上、運賃の値上げが難しい

値上げの根拠が不明確である

自社でも効率化を進めており、運送事業者にも

同様の努力を求めている

他の運送事業者と比較して、現在の運賃が適

正だと考えている

その他

「自社の経営状況が厳しく、値上げに応じる余裕がない」との回答が
47.7％と最も多い。

（n=86)

自社の経営状況が厳しく、値上げに応じる余裕
がない

他の運送事業者と比較して、現在の運賃が適正
だと考えている

自社でも効率化を進めており、運送事業者にも
同様の努力を求めている

自社の経営状況が厳しく、値上げに応じる余裕
がない

他の運送事業者と比較して、現在の運賃が適正
だと考えている

自社でも効率化を進めており、運送事業者にも
同様の努力を求めている
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㉑運送依頼時における書面交付の状況

全て書面により

依頼している

50.6%
一部口頭での

依頼もある

28.5%

全て口頭による依頼で、

書面を作成していない

20.9%

「全て書面により依頼」が全体の半数を占め、「一部口頭の依頼」も含
め約８割となっている。

（n=2,306)

㉒普段の運送の依頼先

72.7%

20.6%

7.3%

6.7%

6.1%

0.9%

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

トラック運送事業者

トラック運送事業者以外の貨物利用運送事業

者や取扱事業者

自社グループの物流子会社

わからない

その他

物流マッチングサイト

全体の７割が「トラック運送事業者」と回答し、「貨物利用運送事業者や
取扱事業者」が20.6％となっている。

（n=2,306)

トラック運送事業者以外の貨物利用運送事業者
や取扱事業者


